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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　焦点距離がバックフォーカスより短く、物体側から像側へ順に、最も広い空気間隔を隔
てて配置された、負の屈折力の前群と正の屈折力の後群よりなる光学系において、
　前記光学系は、結像位置を光軸に対して垂直方向に移動させるために、光軸に対して垂
直方向の成分を持つ方向に移動するレンズ群Ｌｉｓを有し、該レンズ群Ｌｉｓは正レンズ
と、該正レンズに隣接して配置された負レンズからなり、前記後群は開口絞りを含み、
　無限遠から近距離へのフォーカシングに際して前記前群及び前記後群は一体的に物体側
へ移動し、
　全系の焦点距離をｆ、前記レンズ群Ｌｉｓの焦点距離をｆｉｓ、前記開口絞りから、前
記レンズ群Ｌｉｓの中で前記開口絞りとの距離が最も長いレンズ面までの光軸上の長さを
Ｄｉｓ、前記光学系の最も物体側のレンズ面から最も像側のレンズ面までの光軸上の長さ
をＤＬ、前記レンズ群Ｌｉｓに含まれる正レンズの焦点距離をｆｐ、前記レンズ群Ｌｉｓ
に含まれる負レンズの焦点距離をｆｎとするとき、
０．０８＜ｆ／｜ｆｉｓ｜＜０．５０
－０．７＜Ｄｉｓ／ＤＬ＜０．４
０．６０７≦｜ｆｐ／ｆｎ｜≦１．２１７
なる条件式を満足することを特徴とする光学系。
【請求項２】
　前記レンズ群Ｌｉｓの横倍率をβｉｓ、前記レンズ群Ｌｉｓよりも像側に配置されたレ
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ンズ成分の横倍率βｒとするとき、
０．１＜｜（１－βｉｓ）×βｒ｜＜０．７
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１に記載の光学系。
【請求項３】
　前記レンズ群Ｌｉｓに含まれる正レンズの材料のアッベ数をνｐ、前記レンズ群Ｌｉｓ
に含まれる負レンズの材料のアッベ数をνｎとするとき、
５＜｜νｐ－νｎ｜
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１または２に記載の光学系。
【請求項４】
　前記レンズ群Ｌｉｓに含まれる正レンズと前記レンズ群Ｌｉｓに含まれる負レンズのう
ち、前記レンズ群Ｌｉｓの屈折力と同符号の屈折力を有するレンズの材料のアッベ数をν
ｉｓとするとき、
３５＜νｉｓ
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の光学系。
【請求項５】
　前記レンズ群Ｌｉｓの光軸上の長さをＴｉｓとするとき、
０．０３＜Ｔｉｓ／ＤＬ＜０．３０
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載の光学系。
【請求項６】
　前記光学系の最も物体側のレンズ面から像面までの光軸上の長さをＴＬとするとき、
２．０＜ＴＬ／ｆ＜５．０
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の光学系。
【請求項７】
　前記前群は複数のレンズを有し、前記後群は前記レンズ群Ｌｉｓを有することを特徴と
する請求項１乃至６のいずれか１項に記載の光学系。
【請求項８】
　前記前群は前記レンズ群Ｌｉｓを有することを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１
項に記載の光学系。
【請求項９】
　請求項１乃至８のいずれか１項に記載の光学系と、該光学系によって形成される像を受
光する撮像素子とを有することを特徴とする撮像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学系に関し、例えば銀塩フィルム用カメラ、デジタルスチルカメラ、ビデ
オカメラ、デジタルビデオカメラ、監視用カメラ、ＴＶカメラ等の撮像装置に用いられる
撮像光学系に好適なものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、デジタルカメラやビデオカメラ等の撮像装置には、高画素の撮像素子が用いられ
ている。このような高画素の撮像素子を備える撮像装置に用いられる撮像光学系には、諸
収差が良好に補正され、画面全体にわたり高い光学性能を有することが要求されている。
また、より高精細な画像を得るために、撮影時の手ぶれ等の振動の影響による画像の劣化
を抑制する防振機構を有することが求められている。防振機構としては、光学系の一部の
レンズ群を光軸に対して垂直方向の成分を含む方向に移動させることによって手ぶれ等に
起因する像位置の変動を補正する方式が知られている。
【０００３】
　従来、焦点距離がバックフォーカスより短い、所謂レトロフォーカスタイプの広角レン
ズにおいて、防振機構を用いることが知られている（特許文献１）。特許文献１では、物
体側から順に、負の屈折力を有するレンズ群と、正の屈折力を有するレンズ群ＧＬで構成
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される広角レンズにおいて、レンズ群ＧＬを構成する最も像側の２枚の正レンズを光軸上
の点を中心に回転移動させて防振を行うことが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平８－２２０４２７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　レトロフォーカス型の撮像光学系では、前方に負の屈折力のレンズ群が配置され、後方
に正の屈折力のレンズ群が配置されており、長いバックフォーカスを確保しつつ広画角の
撮影を容易にしている。広画角の撮像光学系においても、撮像光学系が振動すると像ぶれ
が発生するため、良好なる画像を得るためには防振機能を用いるのが有効である。
【０００６】
　光学系（撮像光学系）が振動したときの像ぶれを補正して、良好なる光学性能を得るた
めには、撮像光学系の光路中の適切なる位置に防振機構（防振レンズ群）を配置すること
が重要になってくる。特許文献１では、最も像面側に近い位置に配置した２つのレンズを
防振レンズ群としている。このため、防振レンズ群に入射する軸外光線の主光線の入射位
置が高くなり、軸外光線において防振時に偏心収差の変動が生じ防振時の収差補正が困難
になる傾向がある。また防振レンズ群に入射する軸外光線の入射高が高くなり、防振レン
ズ群が大型化する傾向がある。
【０００７】
　光学系が振動したときの像ぶれを、光学性能を良好に維持しつつ、補正するには、防振
レンズ群のレンズ構成や屈折力、防振レンズ群の開口絞りからの距離等を適切に設定する
ことが重要である。特に広画角化を図りつつ、画面全体にわたり高い光学性能を得ること
を目的とした広画角の撮像光学系では重要である。これらの要素が不適切であると防振時
に偏心収差が多く発生し、光学性能が大きく低下してくる。
【０００８】
　本発明は、広画角でありながら画面全域で高画質の画像を得るのが容易で、防振時にお
いても光学性能を良好に維持することが容易な光学系の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
本発明の光学系は、焦点距離がバックフォーカスより短く、物体側から像側へ順に、最も
広い空気間隔を隔てて配置された、負の屈折力の前群と正の屈折力の後群よりなる光学系
において、
　前記光学系は、結像位置を光軸に対して垂直方向に移動させるために、光軸に対して垂
直方向の成分を持つ方向に移動するレンズ群Ｌｉｓを有し、該レンズ群Ｌｉｓは正レンズ
と、該正レンズに隣接して配置された負レンズからなり、前記後群は開口絞りを含み、
　無限遠から近距離へのフォーカシングに際して前記前群及び前記後群は一体的に物体側
へ移動し、
　全系の焦点距離をｆ、前記レンズ群Ｌｉｓの焦点距離をｆｉｓ、前記開口絞りから、前
記レンズ群Ｌｉｓの中で前記開口絞りとの距離が最も長いレンズ面までの光軸上の長さを
Ｄｉｓ、前記光学系の最も物体側のレンズ面から最も像側のレンズ面までの光軸上の長さ
をＤＬ、前記レンズ群Ｌｉｓに含まれる正レンズの焦点距離をｆｐ、前記レンズ群Ｌｉｓ
に含まれる負レンズの焦点距離をｆｎとするとき、
０．０８＜ｆ／｜ｆｉｓ｜＜０．５０
－０．７＜Ｄｉｓ／ＤＬ＜０．４
０．６０７≦｜ｆｐ／ｆｎ｜≦１．２１７
なる条件式を満足することを特徴としている。
【発明の効果】
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【００１０】
　本発明によれば、広画角でありながら画面全域で高画質の画像を得るのが容易で、防振
時においても光学性能を良好に維持することが容易な光学系が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】実施例１のレンズ断面図
【図２】実施例１の縦収差図
【図３】（Ａ）、（Ｂ）　本発明の実施例１の基準状態と０．５°の防振補正をした時の
横収差図
【図４】実施例２のレンズ断面図
【図５】実施例２の縦収差図
【図６】（Ａ）、（Ｂ）　本発明の実施例２の基準状態と０．５°の防振補正をした時の
横収差図
【図７】参考例１のレンズ断面図
【図８】参考例１の縦収差図
【図９】（Ａ）、（Ｂ）　本発明の参考例１の基準状態と０．５°の防振補正をした時の
横収差図
【図１０】実施例３のレンズ断面図
【図１１】実施例３の縦収差図
【図１２】（Ａ）、（Ｂ）　本発明の実施例３の基準状態と０．５°の防振補正をした時
の横収差図
【図１３】本発明の撮像装置の要部概略図
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に、本発明の好ましい実施の形態を、添付の図面に基づいて詳細に説明する。本発
明の光学系は焦点距離がバックフォーカスより短く、物体側から像側へ順に、最も広い空
気間隔を隔てて配置された、負の屈折力の前群と正の屈折力の後群よりなる光学系である
。光学系は、結像位置を光軸に対して垂直方向に移動させるために、光軸に対して垂直方
向の成分を持つ方向に移動するレンズ群Ｌｉｓを有している。
【００１３】
　図１は本発明の実施例１のレンズ断面図、図２は実施例１の無限遠物体にフォーカスし
ているときの縦収差図である。図３（Ａ）、（Ｂ）は本発明の実施例１における基準状態
と０．５°の防振補正をしたときの横収差図である。
【００１４】
　図４は本発明の実施例２のレンズ断面図、図５は実施例２の無限遠物体にフォーカスし
ているときの縦収差図である。図６（Ａ）、（Ｂ）は本発明の実施例２における基準状態
と０．５°の防振補正をしたときの横収差図である。図７は本発明の参考例１のレンズ断
面図、図８は参考例１の無限遠物体にフォーカスしているときの縦収差図である。図９（
Ａ）、（Ｂ）は本発明の参考例１における基準状態と０．５°の防振補正をしたときの横
収差図である。
【００１５】
　図１０は本発明の実施例３のレンズ断面図、図１１は実施例３の無限遠物体にフォーカ
スしているときの縦収差図である。図１２（Ａ）、（Ｂ）は本発明の実施例３における基
準状態と０．５°の防振補正をしたときの横収差図である。図１３は本発明の光学系を備
える一眼レフカメラ(撮像装置)の要部概略図である。
【００１６】
　各実施例の光学系は、デジタルスチルカメラ、ビデオカメラ、銀塩フィルム用カメラ等
の撮像装置（光学装置）に用いられる撮像光学系である。レンズ断面図において、左方が
物体側（前方）で、右方が像側（後方）である。尚、各実施例の光学系をプロジェクター
などの投射レンズとして用いても良い。このときは左方がスクリーン、右方が被投射画像
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となる。
【００１７】
　各実施例の光学系を光路中で最も広い空気間隔を境に２つのレンズ群に分けたとき、又
は一部のレンズ群を移動させてフォーカシングをするレンズ群があるときは、フォーカシ
ングに際して移動するレンズ群と不動のレンズ群で２つのレンズ群に分ける。このとき物
体側を前群、像側を後群と称する。
【００１８】
　レンズ断面図において、ＬＡは光学系である。ＬＦは複数のレンズを有する負の屈折力
の前群、ＬＲは複数のレンズを有する正の屈折力の後群である。ＳＰは開口絞りである。
Ｌｉｓは光軸に対して垂直方向の成分を持つ方向に移動して結像位置を光軸に対して垂直
方向に移動する防振用のレンズ群（防振レンズ群）である。ＩＰは像面であり、ビデオカ
メラやデジタルスチルカメラの撮影光学系として使用する際にはＣＣＤセンサやＣＭＯＳ
センサなどの固体撮像素子（光電変換素子）の撮像面が、銀塩フィルム用カメラのときは
フィルム面に相当する。
【００１９】
　それぞれの縦収差図は、左から順に、球面収差、非点収差、歪曲、倍率色収差を表して
いる。球面収差と倍率色収差を示す図において、実線はｄ線（５８７．６ｎｍ）、破線は
ｇ線（４３５．８ｎｍ）を表している。また、非点収差を示す図において、実線のＳはｄ
線のサジタル方向、破線のＭはｄ線のメリディオナル方向を表している。また、歪曲を示
す図は、ｄ線における歪曲を表している。横収差図において、実線はｄ線のメリディオナ
ル方向、破線はｄ線のサジタル方向、２点鎖線はｇ線のメリディオナル方向を表している
。ＦｎｏはＦナンバー、ωは撮影画角の半画角（度）、ｈｇｔは像高である。
【００２０】
　本発明の光学系ＬＡは、前群ＬＦが負の屈折力のレンズ群であり、後群ＬＲが正の屈折
力のレンズ群である所謂レトロフォーカスタイプの光学系である。このような光学系では
像側主点を全系の最終面（最終レンズ面）より像側に位置させることが容易であり、全系
の最終面から像面までの距離（バックフォーカス）より全系の焦点距離が小さい広画角の
撮像光学系を実現することが容易である。またこのような光学系は特に、最終面の像面側
にクイックリターンミラーを配置する一眼レフカメラなど長いバックフォーカスが必要と
なる広画角用の撮像光学系として有用である。
【００２１】
　本発明の光学系は、このようなレトロフォーカスタイプを採用し、開口絞りＳＰを光学
系の中央付近に配置し、且つその近傍に防振用のレンズ群Ｌｉｓを配置している。一般的
に撮像光学系において、最大画角の軸外光線の光軸からの高さは開口絞りからの距離が離
れるにつれ高くなる。本発明の光学系はその傾向がより顕著となる。そのため、開口絞り
ＳＰから離れた位置に配置するレンズは光線有効径が大きくなってくる。軸外光線は開口
絞りＳＰ中心付近を通る光線束からなっているため、開口絞りＳＰ近傍のレンズでは光線
有効径は軸外光線の画角の影響を受けにくい。
【００２２】
　一方、軸上光線は光学系のＦ値（Ｆナンバー）を決める光線であり、焦点距離が比較的
短いレトロフォーカスタイプの広画角レンズでは、光学系の光線有効径を決める上で支配
的要因にはならない。そのため、開口絞りＳＰを光学系の中央付近に配置することで開口
絞りＳＰ前後のレンズ径のバランスを取ることができ、全体としてレンズ径の大型化を抑
えることが容易となる。この時、開口絞りＳＰから離れた最も物体側のレンズや最も像側
のレンズは有効径が大きくなるが、レンズ中央付近に配置した開口絞りＳＰ近傍のレンズ
は有効径が小さくなる。
【００２３】
　本発明の光学系は、全系の中でも開口絞りＳＰに比較的近い位置のレンズ群を光軸に対
し垂直方向の成分を持つように移動する防振用のレンズ群Ｌｉｓとしている。これにより
レンズ群Ｌｉｓ内を通る軸外光線の入射高さを低くし、防振時の軸外光線の収差変動が少
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なくなるようにしている。そして更に、レンズ群Ｌｉｓは正レンズと、正レンズに隣接し
て配置された負レンズを含むようにして、防振時の色収差の補正や軸外光線の収差補正を
容易にしている。
【００２４】
　各実施例では、レンズ群Ｌｉｓを光軸に対し垂直方向の成分を持つように移動させるこ
とにより結像位置を光軸に対して垂直方向に移動させている。即ち手振れ等に起因する像
位置の変動を補正（防振）している。
【００２５】
　各実施例において、全系の焦点距離をｆ、レンズ群Ｌｉｓの焦点距離をｆｉｓとする。
開口絞りＳＰから、レンズ群Ｌｉｓの中で開口絞りＳＰとの距離が最も長いレンズ面まで
の光軸上の長さをＤｉｓとする。光学系ＬＡの最も物体側のレンズ面から最も像側のレン
ズ面までの光軸上の長さ（光学長）をＤＬとする。このとき、
　　０．０８＜ｆ／｜ｆｉｓ｜＜０．５０　・・・（１）
　　－０．７＜Ｄｉｓ／ＤＬ＜０．４　　　・・・（２）
なる条件式を満足している。
【００２６】
　このとき、光軸上の長さは物体側から像面側に向かう方向を正の符号で表し、像面側か
ら物体側に向かう方向を負の符号で表すこととする。
【００２７】
　条件式（１）は、全系の焦点距離に対する防振用のレンズ群Ｌｉｓの屈折力（焦点距離
の逆数）を適切にし、レンズ群Ｌｉｓを光軸と垂直方向に移動させた時の収差変動の敏感
度と像位置補正の敏感度をバランス良く維持するためのものである。条件式（１）の上限
を超えてレンズ群Ｌｉｓの屈折力が強くなると、防振の際に偏心収差が多く発生し、光学
性能が劣化してくる。
【００２８】
　また、レンズ群Ｌｉｓの変移量に対する像位置の補正量（防振敏感度）が大きくなって
くるため、一定の防振効果を得る際のレンズ群Ｌｉｓの変移量（移動量）が小さくなり過
ぎて、その移動量を電気的又は機械的に精度良く駆動させるのが困難になってくる。また
、条件式（１）の下限を超えてレンズ群Ｌｉｓの屈折力が弱くなると、防振敏感度が低く
なり過ぎ、防振時に光軸と垂直成分を持つ方向に駆動させる量が大きくなって駆動機構が
大型化してくるので好ましくない。更に好ましくは条件式（１）の数値範囲を次の如く設
定するのが良い。
【００２９】
　　０．１＜ｆ／｜ｆｉｓ｜＜０．４　・・・（１ａ）
　条件式（２）は、開口絞りＳＰから、レンズ群Ｌｉｓ内の開口絞りＳＰから一番遠い側
のレンズ面までの光軸上の距離Ｄｉｓを適切にし、レンズ群Ｌｉｓの大型化を防止しつつ
防振時の光学性能の劣化を防ぐためのものである。条件式（２）の上限を超えてレンズ群
Ｌｉｓが開口絞りＳＰから離れすぎて像面側に近づくと、レンズ群Ｌｉｓが大型化するの
で好ましくない。また、レンズ群Ｌｉｓを通る軸外光線の光軸からの入射高さが高くなり
、防振時の軸外光線の収差補正が難しくなる。
【００３０】
　条件式 （２）の下限を超えてレンズ群Ｌｉｓが開口絞りＳＰから離れすぎて物体側に
近づくと、同様にレンズ群Ｌｉｓが大型化するので好ましくない。また、レンズ群Ｌｉｓ
を通る軸外光線の光軸からの入射高さが高くなり、防振時の軸外光線の収差補正が難しく
なる。更に好ましくは条件式（２）の数値範囲を次の如く設定するのが良い。
【００３１】
　－０．６０＜Ｄｉｓ／ＤＬ＜０．３５　・・・（２ａ）
　各実施例によれば、以上のようにレンズ構成を特定することによって高い光学性能を持
ちながらも、防振時の収差補正も良好に行ない、且つ防振用のレンズ群Ｌｉｓの大型化を
抑制した広画角の光学系が容易に得られる。
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【００３２】
　各実施例において、防振時の光学性能を良好に維持しつつ、高い光学性能を得るには、
以下の条件式のうち１以上を満足することが望ましい。レンズ群Ｌｉｓの横倍率をβｉｓ
、レンズ群Ｌｉｓよりも像側に配置されたレンズ成分の横倍率βｒとする。但し横倍率は
無限遠物体にフォーカスしたときの値である。レンズ群Ｌｉｓに含まれる正レンズｌｐの
焦点距離をｆｐ、レンズ群Ｌｉｓに含まれる負レンズｌｎの焦点距離をｆｎとする。正レ
ンズｌｐの材料のアッベ数をνｐ、負レンズｌｎの材料のアッベ数をνｎとする。
【００３３】
　レンズ群Ｌｉｓに含まれる正レンズとレンズ群Ｌｉｓに含まれる負レンズのうち、レン
ズ群Ｌｉｓの屈折力と同符号の屈折力を有するレンズの材料のアッベ数をνｉｓとする。
レンズ群Ｌｉｓの光軸上の長さ（最も物体側のレンズ面から最も像側のレンズ面までの長
さ）をＴｉｓとする。光学系ＬＡの最も物体側のレンズ面から像面までの光軸上の長さ（
レンズ全長）をＴＬとする。このとき次の条件式のうち１以上を満足するのが良い。
【００３４】
０．１＜｜（１－βｉｓ）×βｒ｜＜０．７　・・・（３）
０．６０７≦｜ｆｐ／ｆｎ｜≦１．２１７　　　　・・・（４）
　　５＜|νｐ－νｎ|　　　　　　　　　　　　　・・・（５）
　　３５＜νｉｓ　　　　　　　　　　　　　　　・・・（６）
　　０．０３＜Ｔｉｓ／ＤＬ＜０．３０　　　　　・・・（７）
　　２．０＜ＴＬ／ｆ＜５．０　　　　　　　　　・・・（８）
　次に各条件式の技術的意味について説明する。
【００３５】
　条件式（３）は防振用のレンズ群Ｌｉｓの光軸に対する垂直方向成分の移動量と、これ
に伴い発生する結像面上の光軸に対する垂直方向の像点移動量の比に関する。条件式（３
）の値が大きいほど少ない移動量で像点移動が可能となる。以下、条件式（３）で規定す
る値を防振敏感度と称する。条件式（３）の上限を超えて防振敏感度が高すぎると一定の
防振効果を得る時の防振用のレンズ群Ｌｉｓの変位量（移動量）が小さくなり過ぎて、そ
の移動量を電気的又は機械的に精度良く駆動させるのが困難になってくる。
【００３６】
　また、条件式（３）の下限値を超えて防振敏感度が低すぎると、防振時の光軸に対する
垂直方向成分の変位量が大きくなって駆動機構の負荷が大きくなり好ましくない。  更に
好ましくは条件式（３）の数値範囲を次の如く設定するのが良い。
【００３７】
　　０．１２＜｜（１－βｉｓ）×βｒ｜＜０．６０　・・・（３ａ）
　条件式（４）は防振用のレンズ群Ｌｉｓに含まれるレンズの中で正の屈折力が最も強い
（大きい）レンズｌｐと、負の屈折力（負の屈折力の絶対値）が最も強いレンズｌｎの焦
点距離の比に規定している。条件式（４）の上限または下限の範囲を超えて、レンズｌｐ
とレンズｌｎのどちらかの屈折力が弱すぎると、レンズ群Ｌｉｓ内での収差補正が困難と
なり、防振時の収差変動が大きくなってくる。
【００３８】
【００３９】
【００４０】
　条件式（５）は防振用のレンズ群Ｌｉｓに含まれるレンズの中で正の屈折力が最も強い
レンズｌｎを構成する材料の分散と、負の屈折力が最も強いレンズｌｎを構成する材料の
分散の差を規定している。
【００４１】
　防振時の色収差の変動を小さくするためには、全系での色収差が良好に補正されている
ことに加えて、レンズ群Ｌｉｓ内でも色収差が良好に補正されていることが望ましい。条
件式（５）の範囲を超えてレンズｌｐとレンズｌｎを構成する材料の分散の差が小さいと
レンズ群Ｌｉｓ内での色収差補正が不十分となり、特に防振時の色収差の変動が大きくな
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ってくる。特に前述の条件式（２）において絶対値が大きくなるような位置にレンズ群Ｌ
ｉｓを配置する場合、更に好ましくは条件式（５）の数値範囲を次の如く設定するのが良
い。
【００４２】
　　１０＜｜νｐ－νｎ｜　　　・・・（５ａ）
　具体的には、条件式（２）の値が
　　－０．７＜Ｄｉｓ／ＤＬ＜－０．３
若しくは
　　０．２＜Ｄｉｓ／ＤＬ＜０．４　・・・（２ｂ）
の範囲にあるような場合は、上記条件式（５ａ）を満足することが望ましい。
【００４３】
　条件式（２ｂ）の範囲を取るような位置にレンズ群Ｌｉｓを配置した場合、レンズ群Ｌ
ｉｓを通る軸外光線の光軸からの入射高さがやや高くなり、特に防振時の倍率色収差の変
動が発生しやすい。そのため、レンズ群Ｌｉｓ内での色収差の変動を充分に補正しておく
為に、上記（５ａ）の条件を満足することが望ましい。
【００４４】
　条件式（６）は、防振用のレンズ群Ｌｉｓを構成するレンズの内、レンズ群Ｌｉｓの屈
折力を最も多く担っているレンズを構成する材料に関して、その分散の値の適正な範囲を
規定している。条件式（６）の範囲を超えて、レンズ群Ｌｉｓと同符号の屈折力を有する
レンズを材料のアッベ数が小さくなる（分散が大きくなる）と、防振時の色収差の変動が
大きくなってくる。更に好ましくは条件式（６）の数値範囲を次の如く設定するのが良い
。
【００４５】
　　４０＜νｄ　・・・（６ａ）
　条件式（７）は防振用のレンズ群Ｌｉｓの光軸上の長さＴｉｓと第一レンズ面（最も物
体側のレンズ面）から最終レンズ面までの光軸上の長さ（光学長）ＤＬの比に関して適切
な範囲を規定している。条件式（７）の上限を超えてレンズ群Ｌｉｓの光軸上の長さが長
過ぎると、レンズ群Ｌｉｓが大型化し、駆動機構の負荷が過大となってくる。条件式（７
）の下限を超えてレンズ群Ｌｉｓの光軸上の長さが短過ぎると、加工が困難なレンズ形状
になってくるので良くない。更に好ましくは条件式（７）の数値範囲を次の如く設定する
のが良い。
【００４６】
　　０．０４＜Ｔｉｓ／ＤＬ＜０．２０　・・・（７ａ）
　条件式（８）は、全系の焦点距離に対する好適なレンズ全長の割合を規定する。条件式
（８）の上限を超えると、光学系及びそれを保持する鏡筒が大型化し、撮影時の持ち運び
が不便になってくる。逆に、条件式（８）の下限を超えると、バックフォーカスを十分確
保しつつ良好な光学性能を達成するのが困難になってくる。更に好ましくは条件式（８）
の数値範囲を次の如く設定するのが良い。
【００４７】
　　２．５＜ＴＬ／ｆ＜４．５　・・・（８ａ）
　次に各実施例のレンズ構成について説明する。図１の実施例１において光学系ＬＡは、
物体側から像側へ順に、最も広い空気間隔を隔てて負の屈折力の前群ＬＦと正の屈折力の
後群ＬＲよりなる。
【００４８】
　前群ＬＦは物体側から像側へ順に正レンズ、負レンズ、負レンズからなる。後群ＬＲは
物体側から像側へ順に光軸に対して垂直方向の成分を持つ方向に移動して結像位置を光軸
に対して垂直方向に移動するレンズ群Ｌｉｓ、正レンズ、開口絞り、負レンズ、正レンズ
、正レンズからなる。フォーカシングは光学系全体を移動して行っている。
【００４９】
　図２の実施例２において光学系ＬＡは、物体側から像側へ順に、最も広い空気間隔を隔
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てて負の屈折力の前群ＬＦと正の屈折力の後群ＬＲよりなる。前群ＬＦは物体側から像側
へ順に、正レンズ、負レンズ、負レンズ、正レンズからなる。後群ＬＲは正レンズ、開口
絞り、負レンズ、光軸に対して垂直方向の成分を持つ方向に移動して結像位置を光軸に対
して垂直方向に移動するレンズ群Ｌｉｓ、正レンズ、正レンズからなる。フォーカシング
は光学系全体を移動して行っている。
【００５０】
　図７の参考例１において光学系ＬＡは、物体側から像側へ順に、フォーカシングに際し
て不動であり、負の屈折力を有する前群ＬＦと、フォーカシングに際して移動し、正の屈
折力を有する後群ＬＲよりなる。前群ＬＦは物体側から像側へ順に正レンズ、負レンズ、
正レンズよりなる。後群ＬＲは物体側から像側へ順に、負レンズ、正レンズ、負レンズ、
開口絞り、正レンズ、負レンズ、光軸に対して垂直方向の成分を持つ方向に移動して結像
位置を光軸に対して垂直方向に移動するレンズ群Ｌｉｓ、正レンズよりなる。
【００５１】
　図１０の実施例３において光学系ＬＡは、物体側から像側へ順に、最も広い空気間隔を
隔てて負の屈折力の前群ＬＦと正の屈折力の後群ＬＲよりなる。前群は物体側から像側へ
順に負レンズ、光軸に対して垂直方向の成分を持つ方向に移動して結像位置を光軸に対し
て垂直方向に移動するレンズ群Ｌｉｓ、負レンズよりなる。前記後群は負レンズ、正レン
ズ、開口絞り、正レンズ、負レンズ、正レンズ、正レンズよりなる。フォーカシングは光
学系全体を移動して行っている。
【００５２】
　次に、本発明の光学系を用いた一眼レフカメラシステム（撮像装置）の実施例を、図１
３を用いて説明する。図１３において、１０は一眼レフカメラ本体、１１は本発明による
光学系を搭載した交換レンズである。１２は交換レンズ１１を通して得られる被写体像を
記録するフィルムや撮像素子などの記録手段である。１３は交換レンズ１１からの被写体
像を観察するファインダー光学系、１４は交換レンズ１１で形成された被写体像を記録手
段１２とファインダー光学系１３に切り替えて伝送するための回動するクイックリターン
ミラーである。
【００５３】
　ファインダーで被写体像を観察する場合は、クイックリターンミラー１４を介してピン
ト板１５に結像した被写体像をペンタプリズム１６で正立像としたのち、接眼光学系１７
で拡大して観察する。撮影時にはクイックリターンミラー１４が矢印方向に回動して被写
体像は記録手段１２に結像して記録される。１８はサブミラー、１９は焦点検出装置であ
る。このように本発明の光学系を一眼レフカメラ等の交換レンズ等の撮像装置に適用する
ことにより、高い光学性能を有した撮像装置を実現している。
【００５４】
　尚、本発明はクイックリターンミラーのないカメラにも同様に適用することができる。
また、プロジェクター用の投射レンズにも同様に適用することができる。
【００５５】
　以下に、実施例１、２、参考例１、実施例３に各々対応する数値実施例１～４を示す。
各数値実施例において、ｉは物体側からの面の順番を示し、ｒｉは第ｉ番目（第ｉ面）の
曲率半径である。ｄｉは第ｉ面と第ｉ＋１面との間の間隔である。ｎｄｉ、νｄｉはそれ
ぞれｄ線を基準とした屈折率、アッベ数を示す。ＢＦはバックフォーカスである。＊はそ
の面が非球面であることを示す。（非球面データ）には、非球面を次式で表した場合の非
球面係数を示す。
【００５６】
　ｘ＝（ｈ2／Ｒ）／［１＋｛１－（１＋ｋ）（ｈ／Ｒ）2｝1/2＋Ｂ・ｈ4＋Ｃ・ｈ6＋Ｄ
・ｈ8＋Ｅ・ｈ10

　但し、
ｘ：光軸方向の基準面からの変位量である。
ｈ：光軸に対して垂直な方向の高さである。
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Ｒ：ベースとなる２次曲面の半径である。
【００５７】
　Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅはそれぞれ４次、６次、８次、１０次の非球面係数である。なお、「ｅ
－Ｚ」の表示は「１０-Z」を意味する。又前述の各条件式と数値実施例における諸数値と
の関係を表１に示す。
【００５８】
【００５９】
（数値実施例１）
単位 mm
面データ
面番号       r        d      nd         νd
 1         68.237    2.99   1.51633    64.1           
 2        160.754    0.20                             
 3         52.637    1.50   1.51633    64.1           
 4         18.406    5.06                             
 5         81.357    1.50   1.58913    61.1           
 6         18.954   14.34                             
 7         43.097    2.34   1.80400    46.6           
 8       -138.167    0.60                             
 9       -226.375    1.00   1.61293    37.0           
10         35.059    2.00                             
11         19.707    5.13   1.65412    39.7           
12        -78.719    2.74                             
13(絞り)    ∞       4.00                             
14        -23.416    1.00   1.80518    25.4           
15         48.743    0.92                             
16         52.996    2.61   1.58913    61.1           
17        -47.986    1.99                             
18*      -139.826    3.09   1.58313    59.4           
19        -20.055                               
像面        ∞   
 
非球面データ
第18面
B=-4.52781e-05  C=-2.25788e-08  D=-6.86526e-10   E= 0.0  
 
 
焦点距離      27.59  
Fナンバー      2.86  
半画角ω（度）38.10  
像高          21.64  
レンズ全長    91.85  
BF            38.83  
 
防振レンズ群（第７面～１０面）データ
ｆｉｓ       193.69  
βｉｓ        1.211
βｒ         -0.867
ｆｐ          41.10
ｆｎ         -49.46



(11) JP 6057663 B2 2017.1.11

10

20

30

40

50

νｐ          46.6
νｎ          37.0
 
【００６０】
（数値実施例２）
単位 mm
面データ
面番号       r        d      nd         νd
 1         77.184    3.28   1.51633    64.1           
 2        230.985    0.10                             
 3         40.584    1.50   1.51633    64.1           
 4         16.912    6.65                             
 5        137.144    1.50   1.51633    64.1           
 6         18.110    7.99                             
 7         32.844    3.41   1.83400    37.2           
 8      -1157.221    9.46                             
 9         48.745    2.82   1.72916    54.7           
10        -38.501    0.86                             
11(絞り)    ∞       1.97                             
12        -27.330    1.60   1.84666    23.8           
13         63.253    1.90                             
14        -60.483    1.76   1.78590    44.2           
15        -20.152    1.00   1.62230    53.2           
16        464.380    1.20                             
17        105.809    3.57   1.58913    61.1           
18        -23.419    0.20                             
19*      -112.098    2.29   1.58313    59.4           
20        -39.160                               
像面        ∞   
 
非球面データ
第19面
 B=-1.49085e-05  C= 1.57058e-08  D=-4.27129e-10  E= 1.51433e-12  
焦点距離      28.42  
Fナンバー      2.86  
半画角ω（度）37.28  
像高          21.64  
レンズ全長    90.84  
BF            37.80  
 
防振レンズ群（第１４面～１６面）データ
ｆｉｓ      -163.07  
βｉｓ        0.596
βｒ         -0.543
ｆｐ          37.73
ｆｎ         -31.01
νｐ          44.2
νｎ          53.2
 
【００６１】
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（数値実施例３）
単位 mm
面データ
面番号       r        d      nd         νd
 1         66.998    3.75   1.48749    70.2           
 2        197.486    0.10                             
 3         40.664    2.00   1.65160    58.5           
 4         17.649    4.64                             
 5         46.839    2.60   1.77250    49.6           
 6        100.511    3.13                             
 7         26.865    1.60   1.65160    58.5           
 8          9.583    3.59                             
 9         81.025    2.50   1.84666    23.8           
10        554.320    0.21                             
11         42.536    7.90   1.84666    23.8           
12         34.328    1.57                             
13(絞り)    ∞       2.50                             
14         74.525    3.75   1.79952    42.2           
15        -17.110    2.04                             
16        -31.690    1.60   1.80518    25.4           
17         63.141    1.08                             
18*       136.755    3.60   1.63930    44.9           
19        -18.630    1.20   1.80000    29.8           
20        -51.939    1.45                             
21*       -53.318    3.20   1.67790    55.3           
22        -18.616                               
像面        ∞   
 
非球面データ
第18面
B= 3.12785e-06  C =-6.65485e-08  D= 5.91710e-10  E=-1.60210e-12  
 
第21面
B=-2.73568e-05  C= 3.68829e-08  D=-3.83418e-10  E=0.0  
 
焦点距離      24.50  
Fナンバー      2.86  
半画角ω（度）41.45  
像高          21.64  
レンズ全長    91.91  
BF            37.90  
 
防振レンズ群（第１８面～２０面）データ
    焦点距離   
ｆｉｓ        87.55  
βｉｓ       -3.614
βｒ          0.093
ｆｐ          25.88
ｆｎ         -36.91
νｐ          44.9
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νｎ          29.8
 
【００６２】
（数値実施例４）
単位 mm
面番号       r        d      nd         νd
 1*        40.777    1.80   1.65100    56.2           
 2         18.414    8.03                             
 3*        41.792    1.20   1.83400    37.2           
 4         24.123    5.40   1.51633    64.1           
 5       -245.518    1.00                             
 6         16.493    1.24   1.62041    60.3           
 7          9.902    9.00                             
 8        -39.271    1.60   1.51633    64.1           
 9         53.179    0.20                             
10         26.595    3.40   1.84666    23.8           
11        189.806    2.71                             
12(絞り)    ∞       1.00                             
13         39.449    3.74   1.69680    55.5           
14        -23.883    3.66                             
15        -18.260    1.80   1.84666    23.8           
16         61.382    0.42                             
17        180.550    3.17   1.69680    55.5           
18        -19.247    0.54                             
19*       -28.376    2.00   1.72916    54.7           
20        -19.797                               
像面        ∞   
 
非球面データ
第1面
B= 3.10251e-06  C=-5.18081e-09  D= 1.06929e-11  E=-5.02984e-15  
 
第3面
B= 1.85875e-06  C= 6.78623e-09  D=-6.34644e-12   E=0.0  
 
第19面
 B=-3.02320e-05  C= 8.08892e-08  D=-2.62288e-09  E= 1.22172e-11  
 
 
焦点距離      23.50  
Fナンバー      2.86  
半画角ω（度）42.63  
像高          21.64  
レンズ全長    89.80  
BF            37.90  
 
防振レンズ群（第３面～５面）データ
ｆｉｓ　   　111.32  
βｉｓ        2.186
βｒ         -0.202
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ｆｐ          42.83
ｆｎ         -70.60
νｐ          64.1
νｎ          37.2
 
【００６３】
【表１】

【符号の説明】
【００６４】
ＬＡ　光学系　　　Ｌ１　第１レンズ群　　　Ｌ２　第２レンズ群
Ｇｉｓ　防振レンズ群　　　ＳＰ　開口絞り 
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